
（（（（3333））））市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算))))
広島県廿日市市広島県廿日市市広島県廿日市市広島県廿日市市平成平成平成平成22222222年度年度年度年度

人人人人 口口口口面面面面 積積積積歳歳歳歳 入入入入 総総総総 額額額額歳歳歳歳 出出出出 総総総総 額額額額実実実実 質質質質 収収収収 支支支支標標標標 準準準準 財財財財 政政政政 規規規規 模模模模地地地地 方方方方 債債債債 現現現現 在在在在 高高高高
117,607117,607117,607117,607489.36489.36489.36489.3643,253,07043,253,07043,253,07043,253,07041,885,39241,885,39241,885,39241,885,3921,258,5061,258,5061,258,5061,258,50626,869,00526,869,00526,869,00526,869,00554,764,05154,764,05154,764,05154,764,051

人人人人((((HHHH23232323....3333....31313131現在現在現在現在))))ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円
実実実実 質質質質 赤赤赤赤 字字字字 比比比比 率率率率連連連連 結結結結 実実実実 質質質質 赤赤赤赤 字字字字 比比比比 率率率率実実実実 質質質質 公公公公 債債債債 費費費費 比比比比 率率率率将将将将 来来来来 負負負負 担担担担 比比比比 率率率率 --------11.811.811.811.8111.3111.3111.3111.3 ％％％％％％％％％％％％％％％％市市市市 町町町町 村村村村 類類類類 型型型型(((( 年年年年 度度度度 毎毎毎毎 )))) HHHH18  18  18  18  ⅢⅢⅢⅢ－－－－３  ３  ３  ３  HHHH19  19  19  19  ⅢⅢⅢⅢ－－－－３  ３  ３  ３  HHHH20  20  20  20  ⅢⅢⅢⅢ－－－－３３３３HHHH21  21  21  21  ⅢⅢⅢⅢ－－－－３  ３  ３  ３  HHHH22  22  22  22  ⅢⅢⅢⅢ－－－－３３３３

当　該　団　体　値類似団体内平均値類似団体内の 最大値及び最小値
※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。※平成23年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.72][0.72][0.72][0.72]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位25/3525/3525/3525/35 全国平均全国平均全国平均全国平均0.530.530.530.53 広島県平均広島県平均広島県平均広島県平均0.580.580.580.58財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄
0.000.300.600.901.201.501.80

0.510.510.510.51
1.551.551.551.55
0.870.870.870.870.910.910.910.910.910.910.910.910.900.900.900.900.880.880.880.88

H22H21H20H19H18
0.720.720.720.720.740.740.740.740.750.750.750.750.740.740.740.740.730.730.730.73

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [92.6%][92.6%][92.6%][92.6%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位19/3519/3519/3519/35 全国平均全国平均全国平均全国平均89.289.289.289.2 広島県平均広島県平均広島県平均広島県平均91.991.991.991.9経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄(%)

110.0100.090.080.070.0
101.5101.5101.5101.5
81.581.581.581.591.491.491.491.493.593.593.593.593.893.893.893.894.194.194.194.191.791.791.791.7

H22H21H20H19H18
92.692.692.692.697.997.997.997.999.399.399.399.399.399.399.399.399.499.499.499.4

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[128128128128,,,,788788788788円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位34/3534/3534/3534/35 全国平均全国平均全国平均全国平均114,985114,985114,985114,985 広島県平均広島県平均広島県平均広島県平均123,161123,161123,161123,161人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額のののの分析欄分析欄分析欄分析欄(円)

200,000180,000160,000140,000120,000100,00080,00060,00040,000
166,077166,077166,077166,077
70,21270,21270,21270,212103,693103,693103,693103,693105,082105,082105,082105,082103,782103,782103,782103,782107,063107,063107,063107,063107,068107,068107,068107,068

H22H21H20H19H18
128,788128,788128,788128,788129,788129,788129,788129,788124,678124,678124,678124,678126,821126,821126,821126,821128,141128,141128,141128,141

給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [97.2][97.2][97.2][97.2]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位5/355/355/355/35 全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均98.898.898.898.8 全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均95.395.395.395.3ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄
106.0104.0102.0100.098.096.094.092.0

103.4103.4103.4103.4
96.496.496.496.4100.0100.0100.0100.0100.2100.2100.2100.2100.1100.1100.1100.199.999.999.999.999.899.899.899.8

H22H21H20H19H18
97.297.297.297.294.694.694.694.695.195.195.195.197.797.797.797.797.697.697.697.6

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[8888....38383838人人人人]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位35/3535/3535/3535/35 全国平均全国平均全国平均全国平均7.247.247.247.24 広島県平均広島県平均広島県平均広島県平均7.757.757.757.75人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄(人)

12.0010.008.006.004.002.00
8.388.388.388.38
3.413.413.413.416.116.116.116.116.236.236.236.236.376.376.376.376.506.506.506.506.696.696.696.69

H22H21H20H19H18
8.388.388.388.388.428.428.428.428.468.468.468.468.648.648.648.648.698.698.698.69

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [11.8%][11.8%][11.8%][11.8%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位33/3533/3533/3533/35 全国平均全国平均全国平均全国平均10.510.510.510.5 広島県平均広島県平均広島県平均広島県平均13.413.413.413.4実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄(%)

20.015.010.05.00.0
14.114.114.114.1
△ 0.7△ 0.7△ 0.7△ 0.76.56.56.56.57.17.17.17.17.67.67.67.67.97.97.97.912.112.112.112.1

H22H21H20H19H18 11.811.811.811.813.313.313.313.313.713.713.713.713.513.513.513.516.116.116.116.1

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [111.3%][111.3%][111.3%][111.3%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位32/3532/3532/3532/35 全国平均全国平均全国平均全国平均79.779.779.779.7 広島県平均広島県平均広島県平均広島県平均154.7154.7154.7154.7将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄(%)

180.0150.0120.090.060.030.00.0
134.9134.9134.9134.9
0.60.60.60.632.532.532.532.542.942.942.942.948.848.848.848.857.457.457.457.4

H22H21H20H19H18 111.3111.3111.3111.3115.0115.0115.0115.0118.9118.9118.9118.9132.9132.9132.9132.9
　厳しい雇用情勢を背景に個人所得の減収などから基準財政収入額が

減少したことにより、昨年度と比較して０．０２ポイントの減少となってい

る。また、類似団体内平均も下回っている。

「収納対策アクションプラン」に基づき、税の収納対策の強化を実施する

とともに、事務事業の見直しや施策の重点化による歳出経費の削減を

徹底し、行政経営の効率化に努める。

　内部管理経費の削減に努めているものの、平成１６年度に稼働したごみ処理施設（ＲＤＦ清掃施設）の運転管理経費が多額であり高止まりしていることや、社会保障関係費の増加に伴う扶助費の経常一般財源が250百万円増加、さらにがん検診の検診委託料が増加したことなどにより物件費が52百万円増加している。人件費については、職員給のカットに伴い△149百万円、公債費は、公的資金補償金免除繰上償還により△116百万円、繰出金は、国民健康保険などへの繰出金は73百万円増加しているが、公共下水道への繰出金が使用料の増加などにより△129百万円となり、繰出金全体では△35百万円となっているなど、歳出経常一般財源は昨年度に比べ82百万円増の25,703百万円となっている。　また、歳入経常一般財源については、普通交付税や、臨時財政対策債が増加していることなどにより27,747百万円（1,576百万円の増）となっている。　以上のことを要因とし、平成22年度の経常収支比率は昨年度と比べ5.3ポイント減少し92.6%ではあるが、依然として類似団体平均を上回っている。自主財源の確保、ＰＤＣＡマネジメントサイクルを確立するために取り組んでいる事業シートを活用し、成果を重視した事務事業の見直し、内部管理コスト、建設・維持管理コストの縮減等や公共施設のマネジメントの推進、職員数の最適化、公債費の抑制などにより、経常経費の削減に努める。これらの取組みにより「平成２７年度決算時までに９１．７%以下」を目標に改善に努める。
　人件費、物件費及び維持補修費の合計額の人口１人当たりの金額が類似団体平均を上回っているのは、主に人件費が要因となっている。これは、二度の市町村合併による影響（市域の拡大：４８９．３６k㎡）で職員数が多いのが主たる原因である。　これまで、行政組織の統廃合、事務事業の見直しなどの効率化を図りながら職員数の削減を図ってきたが、合併により住民の居住地域が点在しているため、効率化にも限界があり、　今後も民間事業者等（ＮＰＯ法人など）による行政サービスの提供（民間委託、指定管理者制度）を積極的に推進していく。

　類似団体平均と比較すると、本市は２．２７人上回っている。これは、市町村合併による影響（市域の拡大：４８９．３６k㎡）が主たる原因であり、類団他市と単純には比較できないが、本市では、行政組織の統廃合、事務事業の見直しなどの効率化を図りながら職員数の削減を図ってきた。　しかし、合併により住民の居住地域が点在しているため、効率化にも限界があり、消防事務の広域化、保育所の完全民営化など、事務事業体制の大規模な見直しをしない限り、平均値の数値レベルまでに至ることはできないものと思われる。　特殊要因以外の部分では、中期財政運営方針などを踏まえ、引き続き削減を図る予定ではあるが、今後は、権限移譲等により増大する行政需要に適切に対応するための必要な人員は確保するなど、定員の最適化に取り組む。

　平成１５年度及び平成１７年度の２度の合併による地域間格差是正のためのインフラ整備に係る事業債の発行や合併により職員が増えたことにより、類似団体平均を大きく上回っている。　前年度に比べ３．７ポイントの減となったのは、公的資金補償金免除繰上償還の活用などで地方債残高の減少や将来負担額に対して充当可能な基金が増加したことなどにより、分子である将来負担額が減少したこと、さらには分母である標準財政規模が増加したことなどによる。　今後も、引き続き、新規事業債の発行抑制などにより地方債残高の縮減、職員数の最適化を図り、財政健全化に努める。
　市町村合併前のスポーツ公園整備、庁舎・文化センター建設などまちづくりのための大きな公共施設建設に係る事業債、また、平成１５年度及び平成１７年度の合併による地域間格差是正のインフラ整備の事業債の発行により類似団体平均を大きく上回っている。　平成１９年から平成２１年度までに実施した公的資金補償金免除繰上償還と将来世代に過度な負担を残すことがないように事業債発行額の抑制を行い、平成２２年度の元利償還金の減少と基準財政需要額に算入された公債費等が増加したことなどにより、分子である実質公債費が減少したこと、さらに分母である標準財政規模が増加したことなどから前年度に比べ１．５ポイントの減となった。　平成２５年度をピークに元利償還金が減少に転ずるものと見込まれるが、今後とも、新規事業債の発行抑制に努めていく。

　平成２１年４月から実施していた職員の給与カット（５％～２％）が平成

２３年３月で終了したことにより、対前年度比で２．６ポイント増加したも

のの、依然として類似団体の平均を下回っている。

　今後も、引き続き給与水準の適正化に努める。
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